様式第１号（第６条関係）
【事業所等用（ＰＰＡ又はリースを含む。）】

年　　　月　　　日
　（宛先）山　形　市　長
　　　　　　　　　　　　　　　（申請者）
	郵便番号
	〒

	所在地
	

	企業（法人）名
	

	             フリガナ
代表者職氏名
	

	電話番号
	


補助金交付申請書
　山形市非ＦＩＴ型太陽光発電設備導入事業費補助金交付要綱第６条第１項の規定により、下記のとおり申請します。
記
	１　設置の区分
	□ 自己所有　 □ ＰＰＡ　 □ リース　※□にチェックしてください。

	２　設備の設置場所
	山形市

	※ＰＰＡ又はリースの場合
	設置する事業所等の所有者等
　住所
　企業（法人）名
　代表者職氏名
　電話番号

	３　建築の区分
	□ 新築　　□ 既築　　　　　　　　　 ※□にチェックしてください。

	４　建築物の区分
	□ 店舗　　□ 事務所　　□ 営業所　　□ 倉庫
□ その他（　　　　　　　　　　　　）※□にチェックしてください。

	５　発電電力の使途
	□ 自家消費のみ　　　　　　　　　　　※□にチェックしてください。
□ 自家消費＋余剰売電（受給開始予定日　　　　年　　月　　日）

	６　太陽光発電設備の概要・補助金額
※自家消費割合（企業等：50％）が達成できるよう、過度な規模の設置等は控えてください。
	⑴　公称最大出力　　　　（　　　　　　　　　　　　　　 kW）
　※JIS等に基づく公称最大出力の合計値の小数点以下を切り捨てた値を記入
⑵　パワーコンディショナー定格出力（　　　　　　　　　 kW）
　※小数点以下を切り捨てた値を記入
⑶　補助対象出力　　　　（　　　　　　　　　　　　　　 kW）

　※⑴又は⑵のいずれか低い値（100kW以上の場合は「100」）を記入
⑷　補助金交付申請額　　（　　　　　　　　　　　　　　　円）
　※⑶に記載した補助対象出力に5万円を乗じて得た額


※裏面に続きます。
	７　蓄電池の概要・補助金額
	⑴　定格容量　　　　　　（　　　　　　　　　　．　　　kWh）
　※単電池の定格容量、単電池の公称電圧及び使用する単電池の数の積で算出される蓄電池部の値をいい、小数点第二位以下を切り捨てた値を記入
⑵　設置費用　　　　　　（　　　　　　　　　　　　　　　円）
　※工事費込み（税抜き）

⑶　補助金交付申請額　　（　　　　　　　　　　　　　　　円）
　※⑵に記載した設置費用に1/3を乗じて得た額（千円未満切捨て（上限100万円））

	８　エネルギーマネジメントシステムの概要・補助金額
	⑴　設置費用　　　　　　（　　　　　　　　　　　　　　　円）
　※工事費込み（税抜き）

⑵　補助金交付申請額　　（　　　　　　　　　　　　　　　円）
　※⑴に記載した設置費用に2/3を乗じて得た額（千円未満切捨て（上限100万円））

	９　合計補助金額
	補助金交付申請額の合計額　６⑷＋７⑶＋８⑵
　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　　　　　　　円）

	１０　補助金の振込先

	
	金融機関名
	
	支店名
	
	

	
	口座番号
	
	預金の種類
	□ 普通　　□ 当座
	

	
	本人口座名義
	（カタカナで記入）

	

	
	
	
	
	
	

	１１　設置業者名
	郵便番号　〒

住所

会社名

代表者職氏名

事業所電話番号

担当者電話番号

担当者名

	
	※補助金に関する担当者が上記と異なる場合に記入

（補助金交付申請書類に関する問合せに対応することができる者）

会社名

事業所電話番号

担当者電話番号

担当者名

	１２　添付書類　　※提出の際は、添付書類を順番に並べて提出してください。
　⑴　自己所有の場合

　　ア　申請者の登記事項証明書（申請者が個人の場合は、本人の住民票）

　　イ　誓約書兼同意書（別記様式第２号）
　　ウ　補助対象経費の額が分かる書類（見積書等の写し）
　　エ　補助対象設備の型式名、定格出力等を確認することができるカタログ等の書類

　　オ　設置場所及びその付近の見取図
　　カ　自家消費計画書（別記様式第３号）
　　キ　補助金の振込先の金融機関の通帳等の写し

	　　ク　事業の用に供する部分の床面積が分かる平面図（居住の用に供する部分と事業の用に供する部分を合わせ持つ建築物に設置する場合に限る。）
　　ケ　借り受けている事業所等の所有者の承諾書（申請者が補助対象設備を設置すること及び法定耐用年数にわたり補助対象設備を使用することを認める旨を内容とするもの）及び賃貸借契約書又は使用貸借契約書の写し（補助対象設備を設置する事業所等を借り受けている場合に限る。）
　　コ　その他市長が必要と認める書類
　⑵　ＰＰＡ又はリースの場合
　　ア　申請者の登記事項証明書（申請者が個人の場合は、本人の住民票）

　　イ　補助対象設備を設置する事業所等を有する企業等の登記事項証明書（補助対象設備を設置する事業所等を有する企業等が個人の場合は、本人の住民票）

　　ウ　誓約書兼同意書（別記様式第２号）（申請者及び補助対象設備を設置する事業所等の代表者の２通）

　　エ　補助対象経費の額が分かる書類（見積書等の写し）

　　オ　ＰＰＡ料金等計算書（補助金額相当額がＰＰＡ料金から控除されることを確認することができる書類）（ＰＰＡにより設置する場合に限る。）

　　カ　リース計算書等（補助金額相当額がリース料金から控除されることを確認することができる書類）（リースにより設置する場合に限る。）
　　キ　補助対象設備の型式名、定格出力等を確認することができるカタログ等の書類

　　ク　設置場所及びその付近の見取図

　　ケ　自家消費計画書（別記様式第３号）
　　コ　補助金の振込先の金融機関の通帳等の写し

　　サ　事業の用に供する部分の床面積が分かる平面図（居住の用に供する部分と事業の用に供する部分を合わせ持つ建築物に設置する場合に限る。）
　　シ　借り受けている事業所等の所有者の承諾書（申請者が補助対象設備を設置すること及び法定耐用年数にわたり補助対象設備を使用することを認める旨を内容とするもの）及び賃貸借契約書又は使用貸借契約書の写し（補助対象設備を設置する事業所等を借り受けている場合に限る。）

　　ス　その他市長が必要と認める書類


